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１．はじめに 

地域交通は、福祉、教育、観光、企業誘致、さらにはCO2ネットゼロ社会の実現など社会を支える土

台であるとともに、誰もが自由に、かつ安全に移動し、社会活動への参画や人との交流のために必要な、

欠かすことのできない重要な社会インフラです。近年では、人々のライフスタイルや社会環境が変化し

ており、地域交通を取り巻く状況は大きく変化しています。このような状況の下、「滋賀地域交通ビジョ

ン」（以下では「ビジョン」と記す）が、県民の日々の生活に密着した「地域交通」に特に焦点を当て、社

会情勢の変化に対応した持続可能な交通ネットワークの維持・活性化を目指すことを目的として策定さ

れました。 

公共交通システムの特徴としては、(a)誰でも利用可能、(b)乗合制（不特定多数の人が共通に利用する）

が挙げられますが、(a)は「市民のモビリティの確保」、(b)は「都市交通の合理化」といった意義に繋が

ります。(b)は 滋賀県が掲げるCO2ネットゼロ社会づくりに繋がると考えられます。 

公共交通は民間事業者や自治体等により供給され、旅客運送契約のもとで誰もが利用できる運送サー

ビス（乗合バス、タクシー、鉄道等）です。しかし、公共交通だけでは、日々の生活に密着した日常的な

移動を支える移動手段として十分でない場合が生じます。公共交通ネットワークから個々の住民の自宅

までに必要となる移動手段などです。そこで、カーシェアリングや自転車等を加えて、「ビジョン」では

地域交通としています。人々のニーズに応じた移動サービスを提供する地域交通は、欠かすことのでき

ない社会インフラとなるわけです。 

滋賀県の公共交通に対する筆者の個人的イメージを示すと次のようです。 

・自動車交通に過度に依存しない公共交通重視の交通システムが重要である 

・しかし、自動車交通を完全に排除することは困難である 

・南部地域、北部地域など、地域間で主要課題が異なる 

・滋賀県は、一般に環境施策を重視してきたが、交通では必ずしもそうとは言えない 

・公共交通は今後の社会においても非常に重要である 

・ただし、公共交通は万能ではなく、公共交通だけですべての状況に対応することは難しい 

・県民の行動変容も不可欠であろう 

以下では「ビジョン」で使用されているデータをベースとして、滋賀県の公共交通について具体的に

見てみます※。 

２．滋賀地域交通ビジョンにみる交通現状 

公共交通の必要性に関しては、滋賀県全体では「必要である」が約6割であり、「どちらかと言えば必

要である」を加えると、約9割が「必要である」と回答しています。これを地域別に見ても、大津･湖南

地域でやや高いものの、地域差は大きくないようです。 
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滋賀県における公共交通は図1に示す整備

水準ですが、財政状況は非常に厳しいこと

になっており、路線バスの81％(839系統)が

赤字です。路線バスに関しては、運賃収入

は56％に留まり、国、県、市町村の負担が

それぞれ3％、3％、26％、事業者負担が

12％となっています。このような厳しい状

況を県民がどの程度認知しているかを見て

みると、費用負担状況を「知らなかった」が約40％であり、県民の現状認識が不足していることがわか

ります。なお、県市町が運行費用の不足を負担することに対しては、「容認できる」40％と「どちらかと

言えば容認できる」を加えると8割を超えています。 

以上は現状についてですが、将来

はどうでしょうか。県民が望む今後

の公共交通について、現状以上のサ

ービス水準の整備を求めるものが約

4割を超えています。公共交通を維

持・発展させるためには財源確保が

必要となります。公共交通への新た

な費用負担方法に関する意向を複数

回答で尋ねると、「県民全体に対し

ての税負担」32％、「運賃値上げに

よる負担」28％などでした。 

このようなデータ分析に基づい

て、「ビジョン」では公共交通のニ

ーズを図2のようにまとめられてい

ます。 

３．滋賀･大津の望ましい地域交通 

「ビジョン」では、目指すべき将来の姿として、「誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動で

きる、持続可能な地域交通の確保」が挙げられています。そして、移動の視点からは、「学生、高齢者、

障がい者、訪問者など、誰もが使える移動手段として、利用者が求めるサービスレベルを満足する地域

交通の確保」が挙げられ、持続可能の視点からは、「地域交通の利用環境の変化、限られた資源の中で、

将来を見通した戦略的、効率的運行による持続可能な地域交通の確保」が挙げられています。そのため

には、「地域交通は、単なる移動手段に留まらず多面的な効果をもたらすことから、県民、企業、国･地

方自治体、交通事業者等の関係者が連携し，みんなで地域交通を支える仕組みの構築が必要」となって

います。そして、具体的には表1に示すような施策が提案されています。 

大津市の都心部は図3の地域①に属しており、概ね必要な施策が示されていると思われます。なお、大

津市は地域③および④にも属していますからから、上表の赤い囲みで示した施策（地域①では対象となっ

ていないが、地域③④では対象となる施策）も忘れてはなりません。 

「ビジョン」では、費用負担の在り方について詳しく論じられています。これは、「国、自治体、県民、

企業、交通事業者が地域交通の維持等に一定の責務を負う」という理念に基づくものであり、妥当であ

ると考えられます。 

そして、これらの施策を推進するためには、既存ストックの有効活用、多様な主体との連携、既存財

源の活用、新たな財源の確保といった取り組みが必要であるとされています。これは妥当な考え方です

が、さらに付け加えるとすれば、県民･市民等の意識･行動変化を明示的に付け加えることが望ましいで

しょう。つまり、交通を「自分ごと」と考えることが今後一層重要になると思います。 

公共交通の必要性 

将来の公共交通として求めるレベル 

公共交通の状況を踏まえた行動意向 

新たな費用負担方法･許容額の意向 
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４．おわりに 

Transportation Gapという概念

があります。例えばいわゆる新交

通システム（大阪のニュートラム

や神戸のポートライナーなど）の

導入必要性を示すものです。つま

り、必要であっても、その時期に

は適切な交通手段が存在していな

かった領域です。Transportation 

Gapは固定されたものではなく、

社会状況に応じて変化するもので

す。現在、多くの自治体で対処を

迫られている必要性は大きいけれども、利用者が少なくてバスでは対応しにくい領域も、適切に運営で

きる移動手段が確保いしにくいという視点からは、新たなTransportation Gapと考えることができます。

このようなTransportation Gapを社会の変化に応じて必然的に生じる交通計画の課題として捉え、多様な

取り組みを種々試みて適切な方法を探っていく必要があります。 

公共交通に対する将来のサービス水準として、現状以上の水準が期待されています。公共交通の必要

性の認識に基づいており、これは問題のないことですが、その場合には、新たな財源が必要となってき

ます。将来の公共交通の整備水準を議論する際には、財源確保の方法を同時に考えておかないと現実性

の低い提案になってしまします。公共交通は交通を合理化するものであり、CO2削減に繋がるものです。

そこには県民･市民の態度変容が大きく作用すると思われ、公共交通問題を「自分ごと」と考えて、持続

的な社会構築に進みたいものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1 地域別の施策例 
分 
類 

課 題  問題の状況 想 定 さ れ る 施 策  
地域分類 

① ② ③ ④ 

滋 

賀 

の 

課 

題 

解 

決 

に 

向 

け 

た 

施 

策 

利便性向上  

鉄道、バスの運
行本数が少ない 

鉄道･バスダイヤの調整､増便 ○ ○ ○  

域内交通ネ
ッ ト ワ ー ク
の強化 

需要が見込めるバス路線の運行頻度増加 ○ ○   
鉄道を補完するバス路線活用･導入  ○ ○  
バス運転士･鉄道運転士等の担い手確保 ○ ○ ○ ○ 
地域の輸送資源(施設送迎バス等）によ
るバス路線の補完  

○ ○   

コミバスの運行・充実  ○ ○ ○ 

交通空白地が存
在 

デマンド交通の導入   ○ ○ 
シェアモビリティの検討 ○ ○ ○ ○ 
買物バス等の運行     ○ 
地域の輸送資源(病院等各種施設の送迎バス等)との連携   ○ ○ 

利用がしにくい 
利用促進 

サブスク、エリア運賃導入 ○ ○ ○ ○ 
料金割引 ○ ○ ○ ○ 
バス料金無料化 ○ ○ ○ ○ 

わかりやすい情報周知 ○ ○ ○ ○ 
バリアフリー､ユニバーサルデザイン ○ ○ ○ ○ 

運行効率化 
運 行 効 率 が 低
い･赤字 

需要に応じ
たサービス
転換 

定時定路線のデマンド化   ○ ○ 
平均輸送密度に応じたダウンサイジング   ○ ○ ○ 
路線見直し及び他手段への転換    ○ ○ 

多様な関係者
に よ る 連 携 ･
新たな運行形
態 

交通事業者の努
力のみでは運行
継続が困難 

行 政 主 導 ､
地域主導に
よる運営 

自治体連携広域コミバス  ○ ○ ○ 
自治会運行･負担   ○ ○ 

カーシェアリング ○ ○ ○ ○ 
互助輸送 ○ ○ ○ ○ 

企業連携 企業の送迎バスの路線バス化 ○ ○ ○ ○ 
シュタット
ベルケ 

再生可能エネルギー電力会社等による
公共交通運営支援 

○ ○ ○ ○ 

湖上交通の維
持･活性化 

利用者減により
維持が困難 
操縦士等担い手不
足により運行体制
の維持が困難 

利用促進､利便性向上､経費削減､操縦士等担い手確
保のための取組の実施 

○ ○ ○  

新たに開発･実装されるデジタル技術
を活用した公共交通等 

LRT/BRT ○ ○   
自動運転 ○ ○ ○ ○ 
様々な移動手段の統合に向けたMaaS等の新たな仕組み ○ ○ ○ ○ 
電動キックボードシェアサービス ○    
空飛ぶクルマ ○ ○ ○ ○ 

福祉施策 
バリアフリー､特別乗車券の交付､福祉有償運送､ユニバ
ーサルデザイン車両購入費補助 等 

○ ○ ○ ○ 
 

■ 当センター発行冊子「CO2排出ゼロへの挑戦」の紹介 
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■ 開催した一般参加イベントの報告 2024年11月～2025年1月 

データで見る 
温暖化⑳  

全地球平均 

海面水温 

発行 

大津市地球温暖化防止活動推進センター 

(特定非営利活動法人 おおつ環境フォーラム) 

520-0047大津市浜大津4-1-1明日都浜大津4F 

Tel：077-526-7545 

E-mail：info@otsu.ondanka.net 

HP：https://otsu.ondanka.net/ 

編集責任：西山 克己  
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上記各イベントの詳細は https://otsu.ondanka.net/ または https://eco-otsu.net/ をご覧ください。

  No.13 
奥野みどり 
https://www.instagram.com/midori.window.of.opportunity/ 

ただ、イギリスは生鮮食材には税金がかからず、（加工
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